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１ 前年度指摘事項等に対する措置等

（１）指摘事項 該当なし
（２）監査意見 該当なし
（３）決算審査意見

決 算 審 査 意 見 処 理 状 況 等
収入未済額の縮減について 重滞納者について、債権回収会社への委託や支払
各部局においては、公平かつ効果的に債権 督促等の法的手段に移行する判断基準を、財源確保

回収事務が執行できるよう、債権の具体的な 推進課の協力を得て、検討したい。
性質や内容に応じた基準を整備し、収入未済
額の縮減に一層努められたい。

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 該当なし

３ 組織及び業務調べ

課 名 係 (担 当 )名 課 の 主 な 所 掌 事 務
企画調整担当 同和対策に関すること

同和対策課 （人権推進課兼務） ・関係団体及び各種研修会に係ること
（平成２１年度） ・同和問題に関する啓発に係ること

同和対策担当 ・地方改善施設整備事業に係ること
・隣保館等の施設整備及び運営等に係ること
・鳥取県専修学校等奨学資金に係ること

４ 職員の定員、現員調べ

種 別 事務職員 技術職員 現業職員 合 計 備 考
22.4.1 21.4.1 22.4.1 21.4.1 22.4.1 21.4.1 22.4.1 21.4.1

区 分 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在

定 員 ３ ０ ０ ３

現 員 ３ ０ ０ ３

過不足(△) ０ ０ ０ ０

臨 時 職 員 ０ ０ ０ ０

非常勤職員 １ ０ ０ １ 事務

５ 役付職員の調べ
（平成２２年７月１日現在）

職 名 氏 名 在 職 期 間 備 考
年 月

局 長 橋 本 修 ２ ３

課 長 岸 根 弘 幸 ３

課長補佐兼主幹 山 名 修 １ ３
継続勤務期間

主 幹 柿 本 浩 和 ３ ４年３月

主 幹 山 根 茂 幸 ２ ３
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６ 主な事業に関する調べ

事 業 名 概 要

同 和 問 題 啓 ア 目的及び事業の実施状況
発 推 進 事 業 （ア）目的

同和問題の早期解決を図るため、同和問題に対する県民の理解と認識を深
決算額 めることを目的として、広報その他の啓発事業を実施した。
３，０２６千円
（財源内訳） （イ）事業の実施状況
国庫支出金 （１）同和問題講演会等の開催
２，７１１千円 ①同和問題講演会 「新しい視点から同和問題を考える」
一般財源 講師：石元 清英（関西大学社会学部教授）

３１５千円 ・開 催 日 平成２１年７月２４日（金）
・場 所 ハワイアロハホール（湯梨浜町）
・参加人数 ３５０人
・共 催 倉吉市同和対策推進協議会、東伯郡同和対策協議会

②同和問題講演会 「インターネットと人権」
～今何が起こっているか～

講師：松村 元樹（財団法人反差別人権研究所みえ研究員）
・開 催 日 平成２１年１１月２０日（金）
・場 所 米子市文化ホール（米子市）
・参加人数 ３００人
・共 催 米子市、鳥取県西部地区同和対策協議会

③同和問題講演会 「インターネットと人権」
～今何が起こっているか～

講師：松村 元樹（財団法人反差別人権研究所みえ研究員）
・開 催 日 平成２２年１月３１日（日）
・場 所 とりぎん文化会館小ホール（鳥取市）
・参加人数 ２２０人

（２）人権・同和問題人権啓発ラジオ番組の放送
①放送時間 平成２１年４月～平成２２年３月

毎月第２、４金曜日の午後２時から、約７分間
（４月は第４週のみ、１０月は第１、３、５週）

②放 送 局 株式会社エフエム山陰
③番 組 名 GET UP WEEKEND（ｹﾞｯﾄｱｯﾌﾟｳｨｰｸｴﾝﾄﾞ）

【主な放送テーマ】

テーマ 放送年月 テーマ 放送年月
ユニバーサルデザインに

部落差別について H21.6 ついて H21.9

部落解放月間の紹介 H21.7 人権週間について H21.11

身元調査について H21.9 子どもとケータイ H22.1
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事 業 名 概 要

（３）部落解放月間（7/10～8/9）の啓発
①県民の同和問題に対する理解と認識を深めるため、部落解放月間ポス
ター、リーフレットを作成し、市町村・学校・企業等に配布した。
〔作成部数〕
ポスター １，９００部
リーフレット １７，７００部

②部落解放月間の開始に先立って、市町村や関係団体等と連携して大規
模ショッピングセンター等で啓発グッズを配布し、街頭キャンペーン
を実施した。

〔実施日時等〕
日 時 平成２１年７月４日（土） １１：３０～１２：３０
場 所 ジャスコ鳥取北店、倉吉未来中心、ジャスコ日吉津店

（４）身元調査お断り運動
毎年９月を身元調査お断り運動推進強調月間として定め、運動の推進

のため啓発ラジオ放送を行い、また日本海新聞に広告を掲載した。

〔実施日等〕

事 業 実 施 日 等

新聞広告（日本海新聞） 平成２１年９月１日

ラジオ放送（エフエム山陰） 平成２１年９月１１日

イ 平成２１年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

・ できるだけ多くの県民に参加していただけるよう、広報の機会を増やす
とともに、講演会の開催に当たってはこれまで以上に、地元の市、各地区
同和対策協議会との共催等を図った。

・ 平日では参加しにくい方等が参加しやすいよう、鳥取市で開催した講演
会は開催日を日曜日とした。

・ ラジオ放送の実施に当たっては、出演者に、様々な人権課題に現場で携
わっていらっしゃる方をお願いするようにし、リスナーに興味を持って聴
いていただけるよう配慮した。
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事 業 名 概 要

ウ 成 果

・ ３回実施した講演会の参加者数は、一回平均２９０人であった。
Ｈ２１年度は、Ｈ２０（ノンフィクションライター角岡伸彦氏）、

Ｈ１９（俳優中村敦夫氏）のように著名人を講師に招いた講演を開催せ
ず、学究畑や人権問題の研究者を講師に招いて、専門的な講演を企画した
ということを考慮すれば、比較的多くの県民にご参加いただけたものと考
える。

・ 公務員以外の県民の方にも参加していただくよう広報に努めた結果、
様々な職種の県民に参加いただけた。

・ 講演内容について、多くの参加者から「良かった」「概ね良かった」と
の評価をいただいた。

＜参考＞講演会の参加者数及びアンケート結果

【参加者数】 （単位：人）
講 演 会 参 加 者 数 平 均

石元清英(中部) ３５０
松村元樹(西部) ３００ ２９０
〃 (東部) ２２０
Ｈ２０年度 ３３０
Ｈ１９年度 ３００

【職業別参加者】 （単位：％）
職 業 別

講 演 会 会社員 自営業 公務員 その他
石元清英(中部) ９ ４ ７２ １５
松村元樹(西部) ４０ ２ ２２ ３６
〃 (東部) ５ ４ ３９ ５２
平 均 １８ ３ ４４ ３５
Ｈ２０ １０ ３ ５７ ３０
Ｈ１９ ２ １ ７９ １８

【感想】 （単位：％）
良かった 概ね良かっ 良くなかった あまり良くな

講 演 会 た かった
石元清英(中部) ７２ ５ １ １
松村元樹(西部) ５６ １０ ５ ７
〃 (東部) ５３ １５ １ １０

＊その他意見、無回答があるため合計は１００％にならない。
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事 業 名 概 要

・ ラジオ放送では、今年初めてモニター調査を実施した。
（社外モニター１０人のうち７人回答）

モニター調査の対象及び意見は次のとおりです。
（単位：人）

モニターの意見
放送日 テーマ また聴き もう聴き どちらで

たい たくない もない
「子どもとケータイ」

H22.1.8 （前述講師の松村元樹 ４ １ ２
さんへのインタビュ
ー）

エ 課 題

講演会については、引き続き開催地市町、各地区同和対策協議会等との共
催などを行って広報に努め、参加者数の増加を図ること。
また、同和問題についての最新の課題をテーマとするよう情報収集に努

め、適切な講師を選定すること。

専修学校等奨学資 ア 目的及び事業の実施状況
金貸付事業 （ア）目的

同和関係者の子等の就業機会の拡大を図るため、専修学校等に進学後経済
決算額 的理由により就学が困難な者に対して奨学資金を貸し付けた。
１，６８３千円 貸付制度は平成１８年度限りで廃止したが、平成１８年度までに貸付決定

をした者について、修学期間終了（平成２１年度）まで貸付を継続した。
（財源内訳）
その他 （イ）事業の実施状況
１，２２４千円 ①平成２１年度貸付額及び貸付人数
一般財源 貸 付 額 １，２２４千円

４５９千円 貸付人数 ２人

②平成２１年度奨学資金返還状況
（単位：円、％）

区 分 現年度分 過年度分 計
調定額 19,821,338 18,072,303 37,893,641
返還額 15,307,951 1,587,615 16,895,566

不納欠損額 176,400 1,822,800 1,999,200
未納額 4,336,987 14,661,881 18,998,875
納付率 77.9 9.8 47.1

イ 平成２１年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点
電話督促及び臨戸訪問に努めた。全未納者に対し未納金額を記載した催告書
を一斉送付し、返還意識の喚起を図った。
従来、保証人（借受者の親等）との交渉が主で、借受者本人と直接交渉で

きていなかった者についても、本人との直接交渉の場を持つように努めた。
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事 業 名 概 要

ウ 成 果
奨学生本人との交渉により、本人に借受者としての意識付けを行うことが

でき、償還再開に繋げることができた。
催告書については、受理した未納者から納付方法について連絡があり分割

納付に繋がるなど、効果が見られた。
また、滞納者の生活状況等の把握に努める中で、身体障害等級の変更から

全額免除に該当することとなったことを確認し、本人から免除申請があった
ことから、全額免除決定及び不納欠損処理を行った。

エ 課 題
滞納者の実情を調査し、経済状況を把握しつつ返済を促していく必要があ

るが、重滞納者に対しては、債権回収会社への委託や支払督促等の法的な手
段を、財源確保推進課と協力し、引き続き検討すること。
また、県外に居住している滞納者について、文書督促の効果がないものに

対しては、県外居住地への徴収の実施も検討すること。
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Ｃ
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入

雑
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８ 事業別実施状況調べ

事 業 名 予 算 額 支出済額 翌年度 差引残額 事業の計画と実績・成果
繰越額

（目 名 ）
社会福祉 321,496,000 313,890,055 0 7,605,945
総務費
（主）
同和問題啓発 4,987,000 3,026,219 0 1,960,781 「主な事業に関する調べ」に記載
推進事業
（主）
専修学校等奨 1,745,000 1,682,953 0 62,047 「主な事業に関する調べ」に記載
学資金貸付事
業費事業
地方改善事 市町村が実施する隣保館の運営
業費 4,722,000 3,540,018 0 1,181,982 指導及び地方改善施設整備事業の

指導監督等に要した経費。
隣保館整備 米子市の前田隣保館の大規模修
事業費 5,488,000 5,488,000 0 0 繕に要する経費について助成した。

市町村が設置する隣保館等の管理運営に
地 方 改 善 278,927,000 278,801,000 0 126,000 要する経費について助成した。
事業費

<隣保館等の事業取組状況>
事 業 名 Ｈ21 Ｈ20

隣保館運営費（基本事業） ３６ ３６
特別 デイサービス事業 １５ １４

地域交流促進事業 ２７ ２６
事業 継続的相談事業 ７ ７
広域隣保事業(隣保館に準ずる施設) ２ ２
※数字は取組み件数

同和問題の解決を図るため、関
同和対策事 25,627,000 21,351,865 0 4,275,135 係諸団体に対する助成や差別事象
業振興費 検討会等を実施した。

<諸団体等への補助金等：事務費を除く>
団 体 名 補助金名等 補助金額(円)

鳥取県隣保館連絡協議会 鳥取県隣保館連絡協議会補助金 600,000
鳥取県同和対策協議会 鳥取県同和対策協議会補助金 303,200
部落解放同盟鳥取県連合会 部落解放同盟鳥取県連合会補助金 2,393,000
㈳鳥取県人権文化セン 調査研究事業補助金 615,000
ター 人件費補助金 16,235,000

計 20,146,200

目 計 321,496,000 313,890,055 0 7,605,945
（目 名）
諸 費
償 還 金 、 平成20年度隣保館運営費補助金の
利 子 及 び 884,000 884,000 0 0 額の確定に伴う国庫補助金の返還
割引料
目 計 884,000 884,000 0 0
合 計 322,380,000 314,774,055 0 7,605,945
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０
０
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０
０
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０
０
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０
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０
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０
０
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０
０
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０
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0
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１４ 未収金回収促進のための取り組み状況調べ

収 入 科 目 債権管理

目 節 細節 事務取扱 取り組み状況 取り組み効果

要領の作

成の有無

専修学校等 専修学校等 有り ・新たに返還を開始した者 ○奨学資金返還金回収率

奨学金貸付 奨学金貸付 に対する督促を徹底 ・現年度調定分の各決算時点の

金元利収入 金元利収入 平成16年5 回収率

月27日制 ・11月に滞納者約70名に対 16年度 76.2％

定 し、一斉電話督促を実施。 17年度 74.8％

18年度 81.9％

また、１月から２月にかけ、 19年度 75.1％

重滞納者や連絡のつかない 20年度 73.4％

滞納者に対する一斉臨戸訪 21年度 77.9％

問を実施（延べ１１日）

対象者１５名

・過年度調定分に係る納付率

・従来、悪質未納者に対し 19年度 7.56％

てのみ送付していた催告書 20年度 10.65％

を、滞納者全員に対し現在 21年度 9.77％

の未納額を記載して一斉送

付した。

１５ 税外収入不納欠損額調べ

（単位：円）

収 入 科 目 不納欠損額 不納欠損の理由

目 節 細節

専修学校等 専修学校 ・借受者死亡および身体障害を理由と

奨学金貸付 等奨学金 する返還金の全額免除に伴うもの

金元利収入 貸付金元 １，９９９，２００

利収入

計（節） １，９９９，２００

本庁執行分計（目） １，９９９，２００

出納機関執行分計（目） ０

目 計 １，９９９，２００

合 計 １，９９９，２００
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行
委
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会

定
額
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1.
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1

56
2,
00
0
全
隣
協
研
修
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行
委
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修
会
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担
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中
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行
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0

目
計
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2,
00
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合
計

56
2,
00
0
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（２）補助金

予算科目（ 社会福祉総務費 ）

① 国 補 分

（単位：円）

補助金等 補助対象経費 実施計画承認 着 手 額の確定 支出の状況

の 名 称 交 付 先 間 又は内示年月日 年月日 年月日 備考

接 交付申請 完 了 検 査 概算払

事業の内容 補 助 率 及 び 年 月 日 年月日 年月日 精算払 支 出 金 額

補 助 金 額 交付決定 実績報告 審査・現地 の別 年月日

年 月 日 年月日 調査年月日

隣保館運営費等 鳥取市長 － 21.4.1 － 概算払 21.12.18 150,658,000

補助金 竹内功 (21.6.26他)

外15市町長 369,909,113 － 概算払 22.1.19 43,940,000

隣保館等の運営 (補助率： 22.1.25他 22.3.31

及び活動実施 国1/2,県1/4 ) (21.11.26) 概算払 22.2.19 43,940,000

278,801,000 22.3.15 22.4.5他 22.5.14 概算払 22.3.23 40,263,000

隣保館施設整備 米子市長 (21.7.21)

費補助金 野坂康夫 7,658,000 21.12.17 22.2.12 － 概算払 22.3.25 5,488,000

(21.8.11)

隣保館の大規模 (補助率： 22.1.7 22.3.30 －

修繕 国1/2,県1/4 ) (22.1.8)

5,488,000

22.3.15 22.4.1 22.5.21

本庁執行分計 284,289,000

出納機関執行分計 0

国 補 分 計 284,289,000

表の補足説明 １ 「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（ ）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２ 翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記載する場合の（ ）書きは補助金相当額である。

― 14 ―



② 単 県 分

（単位：円）

補助金等の名称 補助対象経 実施計画承認 着 手 額の確定 支出の状況

（補助金の創設年度） 交 付 先 間 費 又は内示年月日 年月日 年月日 備考

接 交付申請 完 了 検 査 概算払、

年月日 年月日 年月日 精算払 支 出 金 額

事業の内容 補助率及び の別 年月日

補 助 金 額 交付決定 実績報告 審査・現地

年月 日 年月日 調査年月日

鳥取県隣保館連絡 鳥取県隣保 － － 22.5.7

協議会補助金 館連絡協議 1,265,882

（昭和５８年度） 会 会長 概算払 21.6.12 600,000

隣保館等が実施す (補助率： 21.5.25 － －

る事業のうち調査 栗原 敏彦 1/2)

研究事業及び職員 600,000

の研修等の実施 21.6.5 22.4.20 22.4.26

鳥取県同和対策協 鳥取県同和 － － 22.3.1 概算払 21.7.13 350,000

議会補助金 対策協議会 一 321,200

（昭和５７年度） 会長 部 (補助率： 21.6.30 － － 精算払 22.3.8 △46,800

同和問題の啓発活 松井満洲男 定額)

動等 303,200 21.7.6 22.2.23 22.2.23

部落解放同盟鳥取 部落解放同 － － 22.5.11 概算払 21.9.1 2,650,000

県連合会補助金 盟鳥取県連 4,787,309 (21.7.31) 概算払 21.11.20 1,850,000

（昭和５７年度） 合会 (補助率： 22.2.4 － － 戻入 22.3.1 △1,850,000

同和問題の啓発活 委員長 1/2,一部1/3) (21.8.21) 〃 △253,000

動等 中田幸雄 2,393,000 22.2.19 22.4.10 22.4.27 精算払 22.5.21 △4,000

社団法人鳥取県人 社団法人鳥 － － 22.3.24

権文化センター調 取県人権文 概算払 21.6.24 615,000

査研究事業（同和 化センター 637,600 21.6.16 － －

問題）補助金 会長

（平成７年度） 内海 敏 (補助率：

同和問題の調査研 定額)

究活動等に対する 615,000 21.6.18 22.3.23 22.3.23

助成

社団法人鳥取県人 人権推

権文化センター人 進課へ

件費補助金 配当替

（平成１４年度） え

県からの派遣職員 (補助率：)

人件費の補助

本庁執行分計 3,911,200

出納機関執行分計 0

単 県 分 計 3,911,200

表の補足説明 １ 「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（ ）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２ 翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記載する場合の（ ）書きは補助金相当額である。

（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） 該当なし
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（
３
）
交

付
金

該
当
な
し

（
４
）
委

託
料

（
単
位
：
円
）

予
算
科
目

国
補
委
託
料
の
名
称

委
託
契
約
の

当
初

契
約

入
札
等

完
了

支
出

の
状

況

（
目
）

単
県

相
手
方

予
定
価
格

(契
約
年
月
日
)
契
約

年
月
日

年
月
日

備
考

の
別

契
約
額

期
間

(契
約
保
証
金
納

支
出

支
出

金
額

変
更
契
約
（
最
終
)

付
等
年
月
日
)
履
行
検
査
区
分

年
月
日

(契
約
年
月
日
)
契
約

契
約
形
態

年
月
日

契
約
額

期
間

21
.4
.1

社
会
福
祉
総
務
費
単
県
平
成
2
1
年
度
（
株
）
鳥
取

37
9,
00
0

（
21
.4
.1
）

～
21
.3
.1
7

22
.4
.1

専
修
学
校
等
県
情
報
セ
ン

37
8,
94
5
22
.3
.3
1
(免
除
)

精
算
22
.4
.1
6

37
8,
94
5

奨
学
資
金
に
タ
ー

（
）

～

係
る
事
務
処

随
22
.3
.3
1

理
委
託

予
定
価
格
が
20
万
円

未
満
の
も
の

18
5,
85
0

本
庁
執
行
分
計

56
4,
79
5

出
納
機
関
執
行
分
計

0

目
計

54
6,
79
5

合
計

56
4,
79
5

（
４
－
２
）
委
託
料
（
他
課
か
ら
予
算
の
配
当
替
え
を
受
け
て
執
行
し
た
も
の
）

該
当
な
し

１
８
工
事
請
負
費
調
べ

該
当
な
し

１
８
－
２
工
事
請
負
費
調
べ
（
他
課
か
ら
予
算
の
配
当
替
え
を
受
け
て
執
行
し
た
も
の
）

該
当
な
し
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１
９
財
産
に
関
す
る
調
べ

（
１
）
公
有
財
産

ア
土
地

（
平
成
２
２
年
３
月
３
１
日
現
在
）

行
政
・
普
機
関
名
又
は

所
在
地

前
年
度
末

本
年
度
異
動
状
況

本
年
度
末

備
考

通
財
産
の

施
設
名
等

面
積

価
額

増
減

異
動
日

面
積

価
額

増
減
理
由

登
記

面
積

価
額

区
分

（
㎡
）

（
円
）

別
（
㎡
）

（
円
）

年
月
日

（
㎡
）

（
円
）

普
通

解
放
文
化
会
鳥
取
市
幸
町
15
1
1,
49
4.
13

―
増
加

H
―

―
―

―
H
―

1,
49
4.
13

―

財
産

館
用
地

減
少

H
H

合
計

1,
49
4.
13

1,
49
4.
13

イ
建
物

該
当
な
し

ウ
山
林

該
当
な
し

エ
不
動
産
売
却
等

該
当
な
し

オ
財
産
の
交
換

該
当
な
し

カ
動
産
（
船
舶
、
浮
標
、
浮
桟
橋
、
浮
ド
ッ
ク
、
航
空
機
）

該
当
な
し

キ
物
件

該
当
な
し

ク
無
体
財
産
権
（
特
許
権
、
著
作
権
、
商
標
権
、
実
用
新
案
権
等
）

該
当
な
し

ケ
有
価
証
券

該
当
な
し

コ
出
資
に
よ
る
権
利

該
当
な
し
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（２）金券類の受払状況

（平成２２年３月３１日現在）

種 別 前年度末 本 年 度 中 本年度末 備 考

購 入 額 使 用 額

円 円 円 円

郵便切手及び郵便はがき ９，４１２ ９，９２０ １２，３７０ ６，９６２

収入印紙 ０ ０ ０ ０

収入証紙 ０ ０ ０ ０

タクシークーポン券 ０ ０ ０ ０

鉄道バスプリペードカード ０ ０ ０ ０

合 計 ９，４１２ ９，９２０ １２，３７０ ６，９６２

（３）基 金 該当なし

（４）債 権

（平成２２年３月３１日現在）

債権の名称 前 年 度 末 本 年 度 中 本 年 度 末

増 減 備 考

金 額 件数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数

円 円 円 円

財産貸付収入 4,500 1 1,500 ― 3,000 1

専修学校等奨学

資金 141,688,631 265 1,224,000 ― 23,073,410 13 119,839,221 252

合 計 141,693,131 266 1,224,000 ― 23,074,910 13 119,842,221 253
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２
０
財
産
の
貸
付
け
及
び
使
用
許
可
調
べ

（
１
）
土
地
及
び
建
物

ア
土
地

行
政
・
普

貸
付

数
量

貸
付

当
初
貸
付

貸
付

貸
付
（
使
用
）
料
（
円
）

貸
付
（
使
用
許
可
）
先

通
財
産
の

(使
用
許
可
)

所
在
地

又
は

(使
用
許
可
)

(使
用
許
可
)

(使
用
許
可
)

単
価

本
年
度
の

住
所

備
考

区
分

目
的

面
積

年
月
日

年
月
日

期
間

貸
付
(使
用
)料

氏
名

普
通
財
産
解
放
文
化
会
鳥
取
市
幸
町
15
1
1,
49
4.
13
㎡

H1
5.
3.
7

S5
3.
11
.1
6

H1
5.
3.
7

鳥
取
市
尚
徳
町
16

館
用
地

～
無
償

鳥
取
市
長

竹
内

功

H2
4.
3.
31

電
柱
敷

鳥
取
市
幸
町
15
1
電
柱
１
本

H1
5.
3.
7

S5
3.
11
.1
6

H1
5.
3.
7

年
額

鳥
取
市
新
品
治
町
1番
地
6
転
貸

～
1,
50
0

1,
50
0

中
国
電
力
株
式
会
社

県
→
市
→
中
電

H2
4.
3.
31

鳥
取
営
業
所
長

合
計

1,
50
0

イ
建
物

該
当
な
し

（
２
）
物
品
（
１
品
の
取
得
価
格
が
１
０
０
万
円
以
上
の
も
の
）

該
当
な
し

２
１
借
受
不
動
産
明
細
調
べ

該
当
な
し

２
２
職
員
住
宅
及
び
職
員
駐
車
場
の
管
理
状
況
調
べ

該
当
な
し

２
３
自
動
車
（
二
輪
を
除
く
）
の
管
理
状
況
調
べ

該
当
な
し

２
４
寄
附
物
件
の
受
納
状
況
調
べ

該
当
な
し

２
５
備
品
の
処
分
状
況
調
べ

該
当
な
し

２
６
現
金
、
有
価
証
券
、
物
品
の
亡
失
、
損
傷
調
べ

該
当
な
し
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２
７
貸
付
金
等
状
況
調
べ

（
１
）
総
括
表

（
単
位
：
円
）

貸
付
金

貸
付
先

貸
付

額
本

年
度
（
元
金
の
み
）

本
年
度
末
現
在

の
名
称

前
年
度
末
現
在

本
年
度
貸
付
額

償
還
額

不
納
欠
損
額

償
還
免
除
額

貸
付
残
高

備
考

貸
付
残
高
(Ａ
)

(Ｂ
)

(Ｃ
)

(Ｄ
)

(Ｅ
)

(A
+B
)-
(C
+D
+E
)

専
修
学
校
等

個
人

奨
学
資
金

15
9,
76
0,
93
4

1,
22
4,
00
0

16
,8
95
,5
66

1,
99
9,
20
0

3,
25
2,
07
2

13
8,
83
8,
09
6

合
計

15
9,
76
0,
93
4

1,
22
4,
00
0

16
,8
95
,5
66

1,
99
9,
20
0

3,
25
2,
07
2

13
8,
83
8,
09
6

（
２
）
償
還
状
況

（
専
修
学
校
等
奨
学
資
金
）

（
単
位
：
円
）

区
分

貸
付

額
本

年
度

本
年

度
末

備
考

前
年
度
末
現
在

本
年
度

区
分

収
入
調
定
額

償
還
額

不
納
欠
損
額

償
還
免
除
額

収
入
未
済
額

償
還
期

貸
付
残
高

貸
付
額

（
Ｃ
）

(Ｄ
)

(Ｅ
)

(Ｆ
)

(C
-D
-E
)

未
到
来
分

(Ａ
)

(Ｂ
)

(A
+B
)－
(C
＋
F)

元
金

過
年
度
分

18
,0
72
,3
03

1,
58
7,
61
5

1,
82
2,
80
0

0
14
,6
61
,8
88

15
9,
76
0,
93
4

1,
22
4,
00
0

現
年
度
分

19
,8
21
,3
38

15
,3
07
,9
51

17
6,
40
0
3,
25
2,
07
2

4,
33
6,
98
7

11
9,
83
9,
22
1

小
計

37
,8
93
,6
41

16
,8
95
,5
66

1,
99
9,
20
0
3,
25
2,
07
2
18
,9
98
,8
75

利
子

過
年
度
分

0
0

0
0

0

現
年
度
分

0
0

0
0

0

小
計

0
0

0
0

0

合
計

37
,8
93
,6
41

16
,8
95
,5
66

1,
99
9,
20
0
3,
25
2,
07
2
18
,9
98
,8
75
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２８ 意見、要望等

（１）業務に関する意見・要望等 特になし

（２）監査委員事務局に対する要望等 特になし
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